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当社の商品を購入した顧客の１人が、
商品に満足せず、会社に何度も苦情の連絡
を入れるなどクレーマー化していた。そん
な折、仕事中に外出先でたまたま当該ク
レーマーに従業員Ａが遭遇。Ａは今回の件
にまったく無関係であるにもかかわらず、
当社の社員であることを知って激高したク
レーマーがＡに詰め寄り、突き倒されてケ
ガをした。

外出先での当該従業員とは無関係の第三
者の行為であるが、Ａの被災が業務上の災
害として判断された。

業務災害として認められるためには、「業
務遂行性」と「業務起因性」を満たす必要
がある。まず「業務遂行性」では、①事業
主の支配下かつ管理下にあって業務に従事
している場合、②事業主の支配下かつ管理
下にあるが業務に従事していない場合、③
事業主の支配下にありかつ管理下にあるが
離れた場所で業務に従事している場合であ
る。このうち③は、移動中や宿泊中など職
務を具体的に実施していない間に事故が発
生した場合に、業務遂行性が認められるか
という点が問題となることがある。しかし、
あくまで移動や宿泊を実施することになっ
た理由が業務上の都合による以上、積極的
に私的行為や恣意的行為に及んでいる場合
を除き、広く業務遂行性が認められている。
例えば、大分労基署（大分放送）事件では、
宿泊を伴う出張中、夕食後に宿泊先の旅
館の階段から転落して死亡した事案で、業
務で宿泊を伴う出張をし、旅館の同室で寝

が

え
る



《安全スタッフ》2023・9・1　　29

食をともにするような場合の飲酒行為は業
務遂行に通常随伴する行為といえなくはな
いこと、また本件のような出張の際、当該
従業員が夕食時に飲酒をともにすることを
常としていたことを踏まえると、当該従業
員は業務を離れ、積極的な私的行為ないし
恣意的行為に及んでいたとはいえないとし
て、業務遂行性を肯定している。

次に「業務起因性」は、業務と労働災害
との間に条件関係があることを前提に、法
的に労災補償を認めるのを相当とする関係
（相当因果関係）があることが必要と解さ
れている。そして、相当因果関係の有無に
ついては、労働者に発生した傷病などが業
務に内在する危険が現実化したといえるか
否かにより判断されると解されている。 

原則として、業務遂行性が認められる場
合に生じた事故などは、業務起因性も認め
られると考えられるが、自然現象（地震、
落雷、津波、竜巻、台風など）や外部の力
（歩行中に車に追突された場合など）、本
人の私的逸脱行為・規律違反行為（本人の
ケンカや酒に酔って作業に従事していた場
合など）によって生じ、業務に内在する危
険が現実化したと評価できない場合には、
業務起因性は否定されることになる。

今回の被災のケースでは、従業員Ａは前
述の③事業主の支配下にありかつ管理下に
あるが離れた場所で業務に従事した場合に
該当するが、Ａが積極的に私的行為や恣意
的行為に及んでいたという事情は見当たら
ないため、業務遂行性は認められるものと
考えられる。加えて、クレームとは無関係
の業務に従事していた従業員が転倒してケ
ガをした。この点、暴行がＡと当該クレー
マーとの個人的怨恨に基づく場合や、Ａが
当該クレーマーを挑発した結果である場合
は、当該従業員の業務に内在する危険性が

現実化したとはいえないとして、業務起因
性が否定される可能性がある。しかし、当
該クレーマーは会社の商品に満足せず、
会社に苦情の連絡をするなどして、クレー
マーと化しているなかで、Ａが襲われた経
緯に鑑みると、Ａに限らず会社の従業員で
あればクレーマーから襲われる可能性が
あったと考えられる。そうすると、会社の
職場で就労する従業員一般において認めら
れる危険性が現実化したと評価され、業務
起因性が肯定されることになる。

なお、業務によって外出した先で第三者
に加害行為を加えられ、業務起因性の有無
が問題となった事案として、鳴門労基署長
（松浦商店）事件がある。同裁判例では、
海外出張中に第三者の加害行為により殺害
された場合において、日本人旅行者が殺害
された上に金品を強奪される事件が発生し
ていたこと、外国人が宿泊先のホテル内で
強盗殺人の被害に遭う事件も発生していた
こと、本件事件の後も日本人が被害者とな
る事件が複数発生していることなどを考慮
し、本件事件は業務に内在する危険性が現
実化したものであるとして、業務起因性が
肯定された。
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業務遂行性検証 事故① 事故②
A：業務に従事してい
るか △ 〇

B：事業主の支配下に
あるか 〇 〇

C：施設管理下にある
か 〇 ×
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